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論 文 の 英 文 要 旨 
 
ＴＩＴＬＥ 
Research on highly efficient traffic control technology for terrestrial / satellite 
shared mobile phone system 
ＮＡＭＥ Kunio Endoh 
 
 
The satellite communication system STICS (Satellite / Terrestrial Integrated Communications 
Systems), which can communicate with both the terrestrial mobile phone system and the satellite 
mobile phone system, is expected to be useful for securing communication infrastructure such as 
disasters. However, the practical use of this system has a big problem that the communication 
capacity of the satellite system is very small as compared with the ground system. In response to 
this problem, this paper examined using the satellite limited communication resources with high 
efficiency. 
First, it shows that the subband width which is the unit of frequency exchange of the digital 
channelizer controlling the order and path of the traffic flow of the satellite influences the 
frequency utilization factor, and the subband width condition , Including the case of considering 
  
the difference in traffic volume between terrestrial and marine areas. 
Next, at the time of a large-scale disaster, it is expected that the communication request will 
suddenly increase, and conversation requests more than the capacity will concentrate on the satellite 
system. In this case, it is necessary to perform CAC (Call Admission Control) which is a flow rate 
control of traffic. As a highly efficient CAC, we propose three CACs focused on fairness of user's 
communication opportunities. By the proposed CAC, controlled the reduction of the user's re-
communication unavailable time, connection waiting time, and recall frequency. As a result of the 
simulation, it was confirmed that the user with long waiting time and the user with strong 
communication request can be selected and communication can be permitted. 
The contents of this paper can be widely applied not only to STICS but also to multi-beam 
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ことである。最初の通信衛星は 1962 年のテルスター1 号（AT&T ベ
ル研究所）とリレー1 号（NASA）であった。衛星を使って日本へ初








































































































































































































































軌道高度 780km に 66 機の衛星が周回する。66 機の衛星は、北極・
南極の両極近くで交差する 6 軌道面に、各 11 機ずつ配置されている。



























軌道面に、各 6 機ずつ配置されている。ユーザリンクは S バンドと




軌道高度 1469km。軌道傾斜角 55°の 8 軌道面に、80 機配置する。
ユーザリンクに Ku バンド（12～18GHz 帯）を使用するが、静止衛星
システムと干渉するため静止衛星回避技術を使用する。 
④Orbcomm 
軌道高度 750km 軌道傾斜角 70°と 108°にそれぞれ 8 機、軌道高
















高度 1400km の軌道に 108 機の衛星を打ち上げる。衛星間通信に光
を使う。 
⑧O3b ネットワークス 













静止軌道。2 機の衛星 各 200 ビーム ヨーロッパ/中央アジア/中
東/北・中央アフリカ及びアジア/オセアニアをサービスエリアとして
13,750 の音声チャネルを収容可能としている。2013 年サービス開始。 
 
この他にスペース X 社による 1 万 1943 機の衛星を使用するスタ
ーリンク計画など移動体衛星通信には泡沫的で話題作りと思われる
ものも多くある。これらは、しばしばネットニュースなどで取り上げ
られ、内容が移いやすい。ただ、スペース X 社は Falcon Heavy の打































































































数が n あり、1 対 1 で通信する場合、その組み合わせは n(n-1)/2 通り


























































理論値の BER に対して、解析モデルの BER 劣化量を算出する。
























































































どから、国際電気通信連合無線セクター（ ITU-R; International 

















な周波数分配について規定しているのは、RR 第 5 条である。RR 第
5 条では前世界を三つの地域に分けて規定している。RR では全世界
を 3 つの region に分割して、各 region に周波数割り当てを定めてい
る。日本は regionⅢ（主にアジア・太平洋地域、オセアニア等）に属
している。ITU-R RR region 区分け図を図 2.2-7 に示す。 
 
図 2.2-7 ITU-R Radio Regulations region 区分け図 
 
RR では Table of Frequency Allocations として業務別に周波数帯を規
定している。表 2.2-1 に本資料の抜粋を示す。 
 


























周波数帯域を有効活用する必要がある。STICS では IMT-2000 バンド
と呼ばれる帯域を使用することを想定している。 







































2.2-8 に FDMA のチャネル配置イメージを示す。 
 




































図 2.2-10 に周波数再利用の例を示す。クラスタ 1 のセル 1 とクラ








































𝐿 = 46.3 + 33.9 log 𝑓 − 13.82 log ℎ𝐵 − 𝑎(ℎ𝑅 , 𝑓)
























𝑎(ℎ𝑅, 𝑓) = (1.1 log 𝑓 − 0.7)ℎ𝑅 − (1.56 log 𝑓 − 0.8)・・・（式 8） 
 


















イメージを示す。クラスタ A の衛星ビーム 1 とクラスタ B の衛星ビ
ーム 1 で同じ周波数を使用している別クラスタの同じ衛星ビーム番





































































































































































































































とへの高まりがあり、米国では WGS（Wideband Gapfiller Satellite)に
Ka バンドと X バンドの移動体通信ミッションを搭載し、おおよそ















量特注品であるため、ASIC(application specific integrated circuit)ではな















FIR(Finite Impulse Response)ディジタルフィルタは、 






採用することにより回路規模を抑えることができる。図 2.2-15に M 分
割チャネルフィルタバンクブロック図を示す。ダウンサンプリング
やアップサンプリングを組み合わせたマルチレート処理を組み合わ
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STICS の通信諸元を表 3.1-1 の通り示している。 
 














Ku:上り 14GHz／下り 12GHz 
サービスエリア 日本、周辺海域及びアジア諸国 














する。端末との接続は必要ないので Ku 帯あるいは Ka 帯での運用が
可能である。 






図 3.1-1 STICS の衛星リンクイメージ 
 




気開口径 30m の大型展開アンテナを搭載してアンテナ利得 47dBi、















表 3.1-2 STICS 衛星の回線計算表 
 フォワード リターン 
項目 単位 地→
衛 
衛→携 携→衛 衛→地 
送信系 
送信周波数 GHz 14.0 2.0 2.0 12.0 
送信電力 W 0.001 0.2 0.2 0.001 
TX アンテナ口径 m 5.0 30.0 - 2.0 
TX アンテナ利得 dBi 54.7 47.0 0.0 45.4 
EIRP dBm 53.7 69.0 22.0 44.4 
伝搬系 
自由空間損 dB 206.5 189.6 189.6 205.2 
降雨減衰 dB 3.0 0.0 3.0 0.0 
フェージング損 dB 0.0 3.0 0.0 3.0 
受信系 
RX アンテナ口径 m 2.0 - 30.0 5.0 
RX アンテナ利得 dBi 46.7 0.0 47.0 53.4 
G/T dB/K 19.1 -23.8 20.9 27.3 
C/No dB-
Hz 




- 49.9 - 47.7 
データレート kbit/s - 9.6 - 9.6 
所要 C/No dB-
Hz 
- 46.5 - 46.5 





STICS 衛星では、日本上空の静止軌道上に配置し、約 100 個の衛
星ビームで日本国土・領海及び EEZ をカバーする計画である。図 























STICS の利用イメージとしては大きく 2 つある。一つはディジタ
ルデバイド対策、もう一つは大規模災害時における情報インフラで
ある。日本は太平洋側に広い排他的経済水域（EEZ）を有しており、
領土、領海、EEZ を合計した大きさでは世界第 9 位になる。領土の


























る。図 3.1-3 に STICS の利用イメージを示す。 
 

















































（セル）を 1 つのクラスタとする。すなわちクラスタ構成 7 のクラ
スタ配置である。図 3.1-4 にクラスタ構成を示す。 
 
図 3.1-4 クラスタ構成 
 
横軸を周波数として使用する帯域を示すイメージを図 3.1-5 に示
す。図 3.1-4 の f1 のエリアでは、衛星との通信を図 3.1-5 の f1 の周
波数で実施することとする。すると f2～f7 の周波数はこのエリアで
は使用されていないので地上システムで使用できる。同様に f2 のエ
























SkyTerra で L バンド帯 [11]、ヨーロッパでは Eutelsat 10A、 EchoStar 


















ではアンテナ直径 30ｍ、アンテナ利得 47dBi を想定している。マル
チビームを形成する大型展開アンテナでは、各ビームのエッジの利





































































る呼量は 0.015erl とされている［38］。この 60 倍の発呼があったとい
うことは、0.9erl の呼量が生起したことになる。１回線が 1 端末に使
































る方式である。もうひとつが、RRC CONNECTION REJECT 方式であ
る。これは基地局側で行う制御である。基地局において、端末より受


















般の端末には 0~9 の番号が、緊急通報（110 番、118 番、119 番）に












3GPP Release 13 ではアプリケーション単位のアクセスクラス制御












































































LNA：Low Noise Amplifier 
DNC：DowN Converter 
A/D：Analog-Digital converter 
DBF：Digital Beam Former 
DA：Digital-Analog converter 
UPC：UP Converter 
SSPA：Solid State Power Amplifier 





















































































返し使用する。30MHz を 7 ビーム 1 クラスタとして運用する場
合、１ビーム当たりの帯域幅は 4.28MHz となる。衛星ビームの




















































ンク帯域幅 32 MHz，フィーダリンク帯域幅 256MHz，サブバンド幅
250 kHz で製作された。試作品の寸法は W180 mm×D276 mm×H300 
mm，質量 8.6kg，消費電力 180W であった（受信 DBF／チャネライ
ザ）。しかし本試作品の構成は 16 素子であり、最終的に衛星に搭載
する装置の構成は 127 素子であることから、素子構成として 8 倍の
規模が必要になる。このときの消費電力見込みは送受合わせて
2600W とあるが、衛星リソース配分案[28]では消費電力 1300W であ
り 2 倍の開きがある。サブバンド幅を本試作条件より大きくするこ
とにより回路規模を小さくし、消費電力を低減することができる。本
試作のサブバンド幅 250kHz を 2 倍の 500kHz にすることによりチャ







































































  （式 16） 
ここで、 
𝐵𝑊𝑓𝑒𝑒𝑑𝑒𝑟 ：フィーダリンク周波数帯域幅 
𝐵𝑊𝑠𝑢𝑏 𝑏𝑎𝑛𝑑 ：サブバンド幅  
𝐵𝑊𝑐ℎ ：チャネル幅 


















  𝑠𝑢𝑏 𝑏𝑎𝑛𝑑
  𝑠𝑢𝑏 𝑏𝑎𝑛𝑑
𝐵𝑊𝑐ℎ











ない 400MHz とした。これらパラメータをまとめると表 4.2-1 の通
りである。 
 

















































































域を照射しているのが 1, 2, 4, 5 の計 4 ビーム、海域を照射している
のが 3, 6, 7 の計 3 ビームある。 
 


















を図 4.2-5 に示す。このとき、フィーダリンク帯域幅 200MHz、
300MHz、400MHz について実施し、チャネライザありの条件でも計

























































合を１としたとき、被災地ビームに、3.7 倍、5 倍、6 倍と割り振る量
を変化させたときの条件で、周波数利用率の検討を行った。その他の




















1被災地 3.7 15857 5 21428 6 25714
2 陸 1 4285 0.6 2597 0.3 1298
3 海 0.1 428 0.06 259 0.03 129
4 陸 1 4285 0.6 2597 0.3 1298
5 陸 1 4285 0.6 2597 0.3 1298
6 海 0.1 428 0.06 259 0.03 129
7 海 0.1 428 0.06 259 0.03 129













割り振る条件 2 あるいは 3 となる。この条件で式 1 から収容チャネ
ル数を求めた。この計算結果から、１クラスタが使用できるユーザリ
ンク帯域幅 30MHz の使用量を求め、周波数利用率とした。周波数利






















































































用率が低下しない値を選ぶ必要がある。この条件 2 では 510kHz、
630kHz、850kHz がよいと言える。 
呼量不均一で、海域での呼量が少ない場合においても、海域での通
信を確保することを考える。条件 2 でサブバンド幅 850kHz とした場
合に、海域で 1 サブバンドを与えた場合、各ビームに割り当てる帯
域は、表 4.2-3 のようになる。この帯域割り当てでは周波数利用率は
0.99 となるが、海域に与えた 850kHz は 259kHz しか使用しないので
周波数利用率は 0.93 となる。 
 
表 4.2-3 サブバンド幅 850kHz としたときの各ビームの帯域 



















当てることを想定した。表 4.2-2 の条件 2 において、図 4.2-7 で示し
たように、極大点となる 510kHz、630kHz、850kHz について考える。
このサブバンド幅条件のときに、被災地ビームと陸ビームに海域ビ
ームの帯域を割り振ると表 4.2-4 のとおりになる。 
 
 


































図 4.2-8 収容チャネル数を考慮した周波数利用率 
 
最適条件とするサブバンド幅 850kHz を含め各 3 サブバンドいず
れの条件でも、周波数利用率 0.98 以上の結果となる。 





























































































STICS 運用での代表的な運用条件である。よってこの 2 条件に共通
した最適サブバンド幅を選択するのが良い。計算の結果、両条件にお













制御（CAC: Call Admission Control）が必要である。本章では、SITCS
の CAC として、災害時に特化した通信の在り方を示し、通信機会の
公平性を重視した制御をすることで、輻輳の一因なっている再呼の























































固定系通信設備被害によって通信できなかった 150 万ユーザ [29] 
が STICS を利用した場合、STICS 衛星の収容チャネル数は 1 万程度













user satisfaction in fair communication chance，CACFC）を提案する。具
体的には、次の 3 種の呼受入制御法を提案する。 













上限付き再呼回数優先制御（Priority control by retry call number 





























































































































































（３）上限付き再呼受入回数優先制御（Priority control by retry call 


































































いない端末数が 80 万端末あることから、衛星へ向かう全体の呼量は 
 
80 万端末×0.9erl＝72 万 erl…（式 20） 
 
保留時間を 120 秒とすると 1 秒間に発呼する呼数は 
 
72 万 erl÷120 秒＝0.6 万…（式 21） 
 
すなわち本条件では毎秒 6000 端末が発呼した状態となる。 
次に衛星通信の回線容量であるが、これは本サービス用として許
可される周波数帯域の広さによって決まる。STICS では移動体通信







い FDMA とし、１チャネル 9.6kHz を使用することとする。この条件
 86 
 
で最大 1 万チャネルの通信容量となる [10]。 
すなわちユーザリンク帯域に収容できる 1 万チャネルが上限とな













1） 総端末数：80 万端末 
2） 呼量：0.9erl/端末 
3） 保留時間：120 秒の指数乱数 
4） シミュレーション時間：発災後 1000 秒～4000 秒 
 
（２）STICS 衛星条件 



























求が増えることが STICS 特有である。 
STICS で想定する大規模災害時の呼量である 1 端末当たりの呼量
が 0.9erl 条件のとき、再通信要求不可時間を変化させて全端末のうち







再通信要求不可時間が 0 秒であることは RSTC による制御を実施
していないことを意味している。再通信要求不可時間が 0 秒の時、













再通信要求不可時間 1000 秒以降では、一端末当たり 0.9erl 条件の
結果よりも一端末当たり 0.015erl 条件の結果の方が全端末の 50％が
通話成功するまでの発災後からの経過時間が長い理由は、一端末当
たり 0.9erl 条件では毎秒の発呼数が 6000 呼であるのに対して、一端






























ると、毎 120 秒ごとに 1 万端末が RSTC 制御により再通信要求不可
となるので、5000 秒経過の時点で 5000/120*10000=416,666 端末すな




















































































生起呼数 38,885,057 24,821,033 21,315,824
通信成功呼数 548,214 436,674 400,001
通話成功端末数 400,001 400,001 400,001
呼損数 38,336,843 24,384,359 20,915,823
呼損率 0.99 0.98 0.98



















































































ラメータ値 0.005 と 0.5 を比較すると制御パラメータ 0.5 条件時に再






























































を発生させない再通信要求不可時間制御（Re-call access suppress time 
control, RSTC）、長い間接続していない端末を優先して接続する接続









































Satellite/Terrestrial Integrated Communications Systems）実現への課題に
ついて研究を行った。 
STICS はマルチビーム衛星通信システムである。STICS で使用す































































ように、通信機会の公平性を重視する呼受入制御（CAC with user 
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